第１６章　府民所得
１　概況
　昭和54年度の日本経済は、実質経済成長率が5.5パーセント増となり、53年度(同5.2パーセント増)をやや上回るものとなった。
　その内容は、53年末からの原油価格の段階的かつ大幅な上昇という第２次石油危機にみまわれたにもかかわらず、民間設備投資を中心とした主要な民間需要が景気を支え、従来の財政や輸出主導型の景気上昇とは異なる｢力強さ｣がみられ、自律的、本格的な景気拡大過程を歩んでいる。また第２次石油危機の影響は、48年末の第１次石油危機の時に比べ機動的な経済政策の効果もあって物価面でも景気面でも緩やかなものであった。
　ところで、大阪経済は､府内総生産でみると名目19兆382億円(対前年度増加率10.6パーセント増)､実質15兆1,454億円(同3.8パーセント増)であり、実質経済成長率では全国(5.5パーセント増)を下回るものとなった。しかし、その内容をみると基調的には全国と軌を一にし、主要な民間需要が増勢を強めるという自律的な成長を遂げており、実質経済成長率に対する民間需要の寄与度は6.8パーセントとなって財政需要(0.4パーセント)、域外需要(マイナス3.2パーセント)が停滞する中で54年度の大阪経済に果した役割は大きなものとなっている。
２　府内純生産
　54年度の府内の生産活動は、第２次石油危機の中にありながらも、国内景気の回復基調を背景に、民間需要が着実に拡大したことにより、比較的活発な動きを示し、府内純生産は15兆9,094億円(対前年度増加率11.2パーセント増)と前年度の伸び(7.3 パーセント増)を上回った。
　内訳をみると、全産業中最も大きなウェイトを占める製造業は13.9パーセント増と前年度の伸び(7.4パーセント増)を上回った。これは、製造業に占めるウェイトの大きい鉄鋼、化学、繊維などの素材型産業が、民間設備投資が増勢を強めたことや．円安傾向にともなう輸出の増大等により順調な伸びを示したことによるものである．卸・小売業は8.1パーセント増となり、前年度の伸び(4.9パーセント増)を上回ったが、これはウェイトの高い卸売業が堅調な民間需要と、市況の高騰にともなう仮需発生等によって順調な伸びを示したことによる。
　金融・保険・不動産業は、金融業が貸出、預金残高の伸び率の低下や金融引締めの影響をうけたことにより伸び率が低下したため8.9パーセント増と前年度の伸び(11.2パーセント増)を下回った。
　サービス業は、対事業所サービス業が順調な伸びを示した反面、対個人サービス業が伸び悩んだことから7.4パーセント増となり、前年度の伸び(12.7パーセント増)を下回った。
３　府民分配所得
　54年度の分配所得は、雇用者所得が前年度を下回る伸びとなった反面、企業収益が前年に引き続き好調であったことに加え財産所得も大幅な増加をみせたことから15兆3,561億円(対前年度増加率10.2パーセント増)となり、前年度(8.7パーセント増)を上回る伸びをみせた．
　内訳をみると、分配所得の約６割強のウェイトをもつ雇用者所得は5.4パーセント増となり前年度の伸び(7.0パーセント増)を下回った。これは54年春闘が6.1パーセント増と前年(5.3パーセント増)をわずかに上回るベースアップ率にとどまったことに加え府内(昼間)就業者数の増加に対して、府民(夜間)就業者数が減少を示しているためである。
　企業所得は16.4パーセント増と高い伸びを示したが、中でも法人企業所得が18.3パーセント増と好調に推移した。これは､第1次石油危機以降企業は減量経営を通じて企業体質の強化に務め人員の抑制による賃金コストの低下、借入金の圧縮等による金融費用の削減を図り安定成長下でも利益が実現出来るような費用・収益構造に変ってきていることによる。
　財産所得は21.7パーセント増となり、各項目中最も高い伸びとなった。特に、家計の利子所得が金利の上昇により28.0パーセント増と前年度の伸び(1.1パーセント増)を大幅に上回る伸びを示した。これは雇用者所得が伸び悩んだため預金の伸びは目立たないものの、公定歩合の引上げが５回にわたって行われるなど金融引締めが急テンポで進められたことによるものである。
４　府内総支出
　54年度府内総支出は、民間設備投資など主要民間需要が活況を呈したことから名目で19兆382億円(対前年度増加率10.6パーセント増)となり、前年度の伸び(7.6パーセント増)を上回ったが、実質では第二次石油危機によりデフレーターが6.6パーセント増と前年度の伸び(2.6パーセント増)を上回ったことにより、15兆1,454 億円(対前年度増加率3.8パーセント増)となった。
　内訳をみると、支出全体の約５割のウェイトをもつ民間最終消費支出は、実質3.7パーセント増となり前年度の伸び(4.4パーセント増)を下回ったが、雇用者所得が低い伸びで推移する中で教養娯楽費等サービス的要素の強い消費が高い伸びをみせており、総じて堅調な動きを示したといえる。
　民間設備投資は、製造業が高い伸びを示したことから、実質11.8パーセント増となり前年度の伸び(7.6パーセント増)を上回った。これは企業が第２次石油危機に見舞われながらも、減量経営の浸透により企業収益が改善してきたことや、49年以降資本ストックの調達が進められたことにより需給ギャップが縮小したことによるものである。また、石油・石炭、鉄鋼など生産額に占めるエネルギーコストの高い業種において省エネルギー投資が活発に行われたことも、今回の設備投資の大幅な増加の一因である。
　財政投資は、国の財政政策が景気刺激型から物価安定を最重点とした総需要抑制型へと移行したことにより、実質3.9パーセント増となり、前年度の伸び(9.1パーセント増)を下回った。
　在庫投資は、実質2,343.4パーセント増と、前年度から一転して大幅な積増しとなった。これは、52年度から53年度にかけて在庫調整が進められたことにより企業の在庫過剰感も薄らぎ、54年度に入り景気の回復を背景に各企業が積増しに転じたことが大きな要因であり、加えて原油価格の高騰等による国内の卸売物価の上昇や商品市況の高騰により流通在庫や原材料在庫が増加すると同時に、かなりの在庫評価益を生むこととなった。
